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る｡そこで､中国における企業独自原則の問題点
を整理すると､主に､3つがあげられる｡
1つ目は､多くの企業独自原則は､受動的立場
に立って策定されたため､実効力のない形式的な
原則になってしまったのである｡そのため､経営
者が主導的立場に立って原則を策定する必要があ
る一方､企業独自原則の遵守意識を高める必要が
ある｡
2つ目は､企業の遵守能力を上回るような細か
い原則が多く､企業経営への応用には長い時間が
かかるのである｡そのため､企業独自原則を自社
の経営環境に適合する最低限のものに絞る必要が
ある一方､企業独自原則の遵守能力を高める必要
がある｡
3つ目は､企業独自原則を機械的に適用するの
ではなく､常に変化させ自社の経営実態に合わせ
ながら有効性を構築するような企業経営者の企業
独自原則への適応能力を高める必要がある｡
つまり､こうした形式的な企業独自原則は､単
に策定されるにとどまらず､その実効力を発揮す
ることが重要である｡そして､この実効力を発揮
するには､企業経営者の原則に対する遵守意識と
遵守能力､および原則への適応能力を高める必要
があり､これらを目的とする経営者教育システム
が不可欠であるとされる｡
中国における経営者教育システムの目的は､企
業経営者が諸原則を遵守する意識と遵守する能力､
そして原則に適応する能力を高めることにより､
健全なコ-ポレー ト･ガバナンス構築を図ること
であり､経営者教育原則を中心に展開されている｡
経営者教育原則において､2005年12月に中国証
券監督管理委員会より策定された ｢上場会社経営
者教育原則｣が中心となり､教育対象は､上場会
社における取締役会会長と執行役会会長､取締役
と監査役､独立取締役と最高財務責任者､および
取締役秘書となっている｡
こうした経営者教育原則を中心とする経営者教
育システムと企業独自原則の実効力との関係を探
ると､まず､企業経営者は､政府原則と証券取引
所原則とを参考に､自社の経営環境に適合する企
業独自原則を策定するのである｡つぎに､企業経
営者は､経営者教育システムに参加し､一定期間
の教育を受け､原則の遵守意識と遵守能力､およ
び原則への適応能力を高めていくのである｡最終
的に､企業独自原則をめぐる諸問題をクリアしつ
つ､その実効力を発揮することにより､コーポレー
ト･ガバナンス構築が可能となると考えられる｡
したがって､今日における中国のコ-ポレー ト･
ガバナンスは､コーポレー ト･ガバナンス原則の
策定と企業への浸透､そして､経営者教育システ
ムの構築が中心的役割を果たすと思われ､これが､
健全なコーポレー ト･ガバナンス構築において土
台的役割を果たすと考えられる｡
